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港区立御田小学校いじめ防止基本方針 
 

 いじめは、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命、身体に重大な危険を生じさせるおそれ

があるものであり、絶対に許されない行為である。しかし、いじめは、どの学校にも起こりうるも

のであり、全国的に深刻な状況が続いている。 

本校では、「いじめ防止対策推進法」（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第１３条の

規定、及び国の「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成２５年１０月１１日文部科学大臣決

定）並びに「港区いじめ防止基本方針」（平成２６年１０月２９日）に基づき、いじめの防止等のた

めの対策を総合的かつ効果的に推進するために「港区立御田小学校いじめ防止基本方針」（以下「学

校基本方針」という。）を策定する。 

 

第1章 いじめ防止に関する基本的な考え方 

 

第１条 学校基本方針策定の目的 

「いじめが全ての児童等に関係する問題である」（「法」第３条）ということを念頭に、児童等が

安心して学習その他の活動に取り組むことができるように、学校が一丸となり、家庭、地域及びそ

の他の関係諸機関と緊密な連携を図りながら、いじめの未然防止、早期発見、早期対応、重大事態

への対応のための基本的な方針を定める。なお、学校基本方針は、いじめ問題対策の推進のために

必要に応じて随時内容の見直しを行うものとする。 

 

第２条 いじめの定義 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している該当児童等と一定

の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じ

て行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの

をいう。（「法」第２条） 

 

第３条 いじめ防止に向けた基本的な方針 

 いじめは、どの学校にも起こりうるという認識のもと、港区・港区教育委員会、家庭、地域及び

その他の関係機関と緊密に連携し、本校では、未然防止への取組を最重点に置く。また、いじめを

発見した場合には、速やかに解決にあたる。特に、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護す

ることを最優先にする。 

 １ 学校経営方針への位置付け 

   重点項目 ６教育相談  

    校内委員会を中心に「いじめの予見・早期発見・早期解決」に向けた組織的対応を行う。 

    ＳＣ（スクールカウンセラー）、主任養護教諭を中心としたカウンセリング等、教育相談体制を

充実させる。 
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 ２ 教育課程への位置付け 

   教育目標及び各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間を含む「すべての教育活動にお

いて、人権教育・特別支援教育・安全教育を」の視点で、いじめの未然防止、早期発見、早期

対応に取り組む。 

 ３ いじめの禁止 

「児童等は、いじめを行ってはならない。」（「法」第４条） 

「いじめをしない！ させない！ 見過ごさない！」（港区・港区教育委員会） 

「いじめ、差別、仲間はずれ、しない、させない、見逃さない」（学校経営方針） 

 

第２章 いじめの防止等のために実施する対策 

 

第４条 学校基本方針の策定 

 「法」第１３条の規定、及び「港区いじめ防止基本方針」に基づいて、本校におけるいじめの防

止等の取組についての基本的な考え方、取組等を「港区立御田小学校いじめ防止基本方針」として

定める。 

 

第５条 組織等の設置 

１ 「法」第２２条の規定、及び「港区いじめ防止基本方針」に基づいて、校内に「いじめの防

止等の対策のための組織」（以下、「いじめ対策委員会」という。）を設置し、いじめの防止等に

ついて組織的、継続的に対応する。 

２ 重大事態が発生した場合には、港区・港区教育委員会、関係諸機関と連携し、速やかに学校

の下に組織を設け、重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行い、港区・港区教育

委員会、家庭、地域に結果報告並びに情報提供をする。 

 

第６条 具体的な取組 

 いじめの防止等において、日頃から「未然防止」に取り組むことが最も重要であると捉える。そ

のためには、全教職員が「いじめは、どの授業・どの学級にも起こりうる」という認識をもち、授

業づくりや学級経営・学年経営を行わなければならない。 

以下、「未然防止」「早期発見」「早期対応」の３つの段階に応じて、いじめの防止等に向けた具体

的な取組を行う。 

 １ 未然防止 

・ 「いじめは絶対に許されない」「いじめの傍観者にならない」という校風を醸成する。 

・ 学級経営案・学年経営案にいじめの防止等の基本方針を明確に位置付ける。 

・ 「学びの心得」の習得により、授業規律の確立と正しい態度を身に付けさせる。 

・ 道徳教育の充実、読書活動・体験活動等の推進により、いじめ等を「許さない・行わ

ない」態度を養う。 

・ 人権週間やいじめ防止強化月間を活用して、人権教育を推進する。 

・ 縦割り班活動等異学年交流を通して、児童等の自尊感情を育む。 
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・ 児童等が「いじめ撲滅」について主体的に考える児童集会等の活性化を図る。 

・ インターネット・スマートフォン利用によるネット上のいじめ等への対応を啓発する。 

・ 校内研修等のＯＪＴの推進やＯFF‐JT等を通じて教職員の資質の向上を図る。 

・ 個人面談や教育相談、保護者会、学校便り等により家庭との連携協力を強化する。 

 ２ 早期発見 

・ 「いじめ防止チェックシート」を活用して、いじめ等のサインのキャッチに努める。 

・ 休み時間等、看護当番による巡回活動により、日常的に児童観察を行う。 

・ 保健室や相談室等を利用した教育相談体制の整備により、いじめ等の実態把握を行う。 

・ 家庭、地域及びその他の関係諸機関から、いじめ等に関する情報の収集に努める。 

・ いじめ等に関する情報を、定期的に全教職員で共有化する。 

 ３ 早期対応 

・ いじめ等を発見した場合、いじめ対策委員会を活用し、速やかに組織的に対応する。 

・ いじめを受けた児童やいじめを目撃・知らせてくれた児童の安全を確保する。 

・ いじめを見ていた児童からも的確に情報収集を行い、多角的に実態把握をする。 

・ いじめを受けた児童が落ち着いて教育を受けられる環境を確保する。 

・ いじめを受けた児童の保護者に対する相談及び家庭での支援に対する助言を行う。 

・ いじめを行った児童に対する教育的配慮と毅然とした態度による指導を行う。 

・ いじめを行った児童の保護者に対する家庭での指導に対する助言を行う。 

 ４ 一定の解決 

    学校で認知したいじめ等に対して、学校による適切な支援・指導が行われた後、一定期間

の児童観察や面接、カウンセリング等を行った結果、 

・ いじめを受けた児童の安全確保が保障され、通常通りの学校生活に戻ったと判断でき

た場合。 

・ いじめを行った児童の反省が見られ、通常通りの学校生活が送れると判断できた場合。 

を学校として、一定の解決に至ったものとする。ただし、一定の解決が認められた後も、

継続して児童観察や面接、カウンセリング等を行い、再発防止に取り組む。 

  

第７条 学校評議員制度の活用 

 保護者や地域住民、学識経験者が学校運営に参画する「学校評議員制度」を活用し、いじめの問

題等、学校が抱える課題を共有し、地域総がかりでいじめ問題に取り組む協力体制を推進する。 

 

第８条 重大事態への対応 

 １ 重大事態の判断・報告 

     

  （１）いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身または財産に重大な被害が生じた

疑いがあると認めるとき。 

  （２）いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくさ

れている疑いがあると認めるとき。             （「法」第２８条） 
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  重大事態については、次の事項に留意する。 

 ◆「心身または財産に重大な被害」については、次のようないじめを受けた児童等の状況に着目 

して判断する。 

  ○児童等が自殺を企画した場合    ○身体に重大な障害を負った場合 

  ○金品等に重大な被害を負った場合  ○精神性の疾患を発症した場合 

 ◆「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とする。ただし、児童

等がいじめにより一定期間、連続して欠席しているような場合にも、直ちに適切な対処を

行う。 

２ 重大事態の調査実施と結果報告及び情報提供 

・ 重大事態が発生した場合、直ちに教育委員会に報告する。 

・ 「いじめ防止対策委員会」が中心となって、速やかに事実内容の調査にあたる。 

・ 調査の際、アンケート等を実施する場合は、その旨を調査対象の児童や保護者に説明す

る等の措置を行う。 

・ 調査により明らかになった事実関係については、情報を適時・適切な方法でいじめを受

けた児童及び保護者に対して提供する。 

 

第９条 その他 

 校長は、その他、必要に応じて関係諸機関との連携・協力のもと、いじめ等の発生時の対応や防 

止のための対策を適切に行う。 

 

附則 「港区立御田小学校いじめ防止対策基本方針」は、平成２６年１１月１日より施行する。 
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港区立御田小学校「いじめ対策委員会」設置要綱 

 

（設置） 

第１条  この要綱は、「いじめ防止対策推進法」（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）

第２２条の規定、及び「港区いじめ防止基本方針」に基づき、港区立御田小学校いじめ対

策委員会の設置について、必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第２条  委員会は、いじめを未然に防止し、いじめまたはその兆候を早期に発見し、対応するこ

とにより、いじめに関する事案に迅速に対処して、学校組織としてその解決を図ることを

目的とする。 

 

（構成） 

第３条  委員は、校長、副校長、教務主任、生活指導主任、保健主任、主任養護教諭、スクール

カウンセラー、その他校長が必要と認める教職員をもって構成する。 

 

（取組内容） 

第４条  委員会は、いじめに係る次の役割を担う。 

（１） いじめの未然防止の体制整備及び取組 

（２） いじめに関する相談体制の充実 

（３） いじめの状況把握及び分析 

（４） いじめを受けた児童等に対する支援及び相談 

（５） いじめを受けた児童等の保護者に対する支援及び相談 

（６） いじめを行った児童等に対する指導 

（７） いじめを行った児童等の保護者に対する助言及び支援 

（８） 専門的な知識を有する者等との連携 

（９） その他、いじめの防止等に係ること 

  ２  委員会は、原則月１回、校長が召集し、開催する。ただし、状況に応じて即時開催する

ものとする。 

 

（年間計画） 

第５条  いじめの防止等のための年間計画は、別に定める。また、随時、実効的な取組の見直し

を図る。 

 

（その他） 

第６条  この要綱に定めるもののほか、委員会の取組、運営等について必要な事項は、校長が定

める。 

附則   この要綱は、平成２６年１１月１８日から施行する。 
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平成２９年度いじめ対策委員会年間計画 

港区立御田小学校 

学

期 
月 取組内容 備考 

一 

学 

期 

４ 
 服務事故防止研修会

PTA実行委員会 

５ いじめ対策委員会 PTA実行委員会 

６ 

「いじめ防止強化月間」 

Q－U（学級診断尺度調査）の実施 

いじめ対策委員会 

学校評議員会 

７ 

いじめ対策委員会 

Q－Uの結果分析 

SCとの情報交換 

服務事故防止研修会 

校内研修会 

 
８ 

いじめ防止対策会議 

Q－Uの結果から改善へ 

服務事故防止研修会 

二 

学 

期 

９ 
いじめ対策委員会 PTA実行委員会 

入学説明会 

１０ 
いじめ対策委員会 

 

PTA実行委員会 

１１ 

「いじめ防止強化月間」 

いじめ対策委員会 

Q－U（学級診断尺度調査）の実施 

学校評議員会 

１２ 

いじめ防止対策会議 

いじめ対策委員会  

Q－Uの結果分析 

服務事故防止研修会 

三 

学 

期 

１ 

いじめ対策委員会 

Q－Uの結果から改善へ 

SCとの情報交換 

PTA実行委員会 

２ 
いじめ対策委員会 

「いじめ防止強化月間」 次年度年間計画案検討 

学校評議員会 

入学説明会 

３ 
いじめ対策委員会 

 

PTA実行委員会 

※SC来室日：週２回（月・火） 

※緊急の場合には、校長が召集して本委員会を開催する。 


